
1 

 

労組周辺動向 No.101 

2020 年 11 月 27日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 野党４党が「同一労働同一賃金法案」を共同提出 

立憲民主、共産、国民民主、社民の野党 4党は、「同一価値労働・同一賃金法案」を衆院に

共同提出した。１０月の最高裁判決で、ボーナスや退職金が不支給となったアルバイト職員

らの敗訴が続いたことを踏まえた対応。 

 

「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律等の一部を改正する

法律案」 立憲民主党・国民民主党。日本共産党・社会民主党 

http://jnews.generalunion.org/20201113-bill-Equal_value_work-Equal_pay.pdf 

 

(2) 雇用助成特例、2月末まで延長：日額上限 1万 5 千円維持 

政府は、新型コロナウイルス感染拡大を受け 12月末までの期限となっている雇用調整助成

金の特例措置について、来年 2月末まで日額上限（1万 5千円）や助成率を現行水準のまま

維持し延長する方針を固めた。当初は来年 1 月から段階的な縮小を予定していた。11 月に

入り国内の感染者が過去最多を更新し、雇用情勢のさらなる悪化を避けるため手厚い支援

を続けるべきだと判断した。 

 

報道発表「雇用調整助成金の特例措置等を延長します」 厚生労働省 (2020/11/27) 

https://www.mhlw.go.jp/stf/enchou210228_00003.html 

 

(3) 育児休業の社会保険料免除拡大・「同月で２週間以上」も対象―厚生労働省 

少子化対策を強化するため、自民党の議員連盟は、出産費用を助成する「出産育児一時金」

を、赤ちゃん 1人当たり、現在の 42万円から、4万円以上引き上げることを求める提言案

をまとめた。 

 

提言案では、出産にかかる費用が都市部を中心に年々上昇し、自己負担が増えているとして、

赤ちゃん 1人当たり、現在の 42万円から、4万円以上引き上げるよう求めている。 

 

また、妊婦健診についても、自治体などからの助成だけでは足りないという指摘もあること

から、費用負担の軽減を図るとしている。 

 

http://jnews.generalunion.org/20201113-bill-Equal_value_work-Equal_pay.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/enchou210228_00003.html
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(4) 「出産育児一時金」4万円以上引き上げを 自民 議連が提言案 

少子化対策を強化するため、自民党の議員連盟は、出産費用を助成する「出産育児一時金」

を、赤ちゃん 1人当たり、現在の 42万円から、4万円以上引き上げることを求める提言案

をまとめた。 

 

提言案では、出産にかかる費用が都市部を中心に年々上昇し、自己負担が増えているとして、

赤ちゃん 1人当たり、現在の 42万円から、4万円以上引き上げるよう求めている。 

 

また、妊婦健診についても、自治体などからの助成だけでは足りないという指摘もあること

から、費用負担の軽減を図るとしている。 

 

議員連盟は提言を正式に決定し、近く政府に申し入れる。 

 

(5) 文部科学大臣：「緊急事態宣言でも一斉休校しない」 、「大学入学共通テストも予定通

り実施」 

萩生田光一文部科学大臣は、新型コロナウイルスの感染拡大によって緊急事態宣言が出た

場合の学校の対応について、「児童生徒の発症の割合は低く、学校を中心に感染が広がって

いる状況ではない。春先のような全国一斉休業を要請することは考えていない」と述べた。 

 

また、来年 1月の大学入学共通テストについても「（緊急事態宣言下であっても）予定通り

実施する方向で準備を進めている」と語った。 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 名古屋市教育委員会が 公立中非常勤講師５人の残業代 約１３０万円の支払いへ 

名古屋市では、去年、市内の公立中学校で働く４人の非常勤講師が、残業を行っているのに

契約時間以外は勤務とされず、残業代が支払われていないとして労働基準監督署に申告し、

その後、市の教育委員会は、講師の労働時間を適正に把握していないとして是正勧告を受け

た。 

 

これを受け、市の教育委員会が、あとから残業を申告した 1 人を含む合わせて５人の非常勤

講師の勤務時間を確認したところ、去年４月からことし３月までの残業代、合わせておよそ

１３０万円が未払いだったことが分かり、５人に支払うことを決めた。 

 

(2) ヤマハ音楽教室講師が労組結成：休講時の補償など交渉へ 

「ヤマハ音楽教室」で講師として働く個人事業主たちが労働組合を結成した。講師は「一般

財団法人ヤマハ音楽振興会」と契約を結ぶ個人事業主だが、労働者と同じような働き方をし

ているとして、団体交渉で労働環境の向上を目指す。同会によると音楽教室は全国で２，７

００カ所あり、講師は約１万人。労組結成については「コメントできない」としている。 
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講師はヤマハと委任契約を結び、ヤマハの特約店などでレッスンしている。雇用契約ではな

いが、指導方法や教材が指定されていたり、勤務時間や場所を決められていたりするなど労

働者の側面が強いという。特約店での発表会に無報酬で参加しなければならないことや、新

型コロナウイルスなどによる休講時の補償額が低すぎることなどを問題視しており、会社

側との交渉で改善を目指すとしている。執行委員長となった 20代の女性は「全国の音楽講

師が安心して働き続けられるようにしていきたい」と話した。 

 

(3) 創業者は“ホワイト企業”自慢をしていたが…「富士そば」残業代未払い提訴 

首都圏を中心に国内１２０店舗以上を展開する立ち食いそば店「名代 富士そば」で、“勤

務記録の改ざん”が明らかになった。 

 

「労働組合に加盟する係長や店長らが過去２年分の残業代未払い額計約２億５，０００万

円を求める労働審判を申し立てた。 

 

さらに、運営会社ダイタンディッシュの役員が今年 5月、従業員が勤務した日を雇用調整助

成金の申請対象となる「特別休暇」と書き換えるよう部下に指示していたことも発覚した。 

 

(4) コロナ禍で減産「雇い止め不当」 仮処分命令申し立て 

コロナ禍による減産を理由に雇い止めにされたのは不当だとして、愛知県に住むブラジル

人５人が同県西尾市の部品製造「碧海（へきかい）工機」と関連会社を相手取り、地位保全

や賃金支払いを求める仮処分命令を名古屋地裁岡崎支部に申し立てた。５人が加入する労

働組合は「雇い止めは組合員の排除を企図したものと推測される」と訴えている。 

 

５人は２０１６年以降に同社に雇用され、今年８月までに３カ月程度の契約を４～１６回

更新した。会社側は、コロナ禍を理由に勤続３年未満の人を８月末、３年以上５年未満の人

を９月末で雇い止めにする方針を打ち出す一方で、７月に新たに派遣社員と契約社員を雇

い入れていた。 

会社側は「妥協案も出したが、お互い納得がいかなかった。当社の対応に違法性はない」 

 

(5) “労働条件を批判した”と懲戒解雇された男性が地位確認など求め京都地方裁判所に提

訴 

男性はヤサカ交通の労働組合の活動で、社内にある組合の掲示板に“労働条件が悪くされた”

などとする公開質問状を掲示していたが、会社から虚偽の内容を含むなどとして、今年９月

に懲戒解雇された。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 中小企業に 新型コロナの影響：「派遣や請負で働く従業員が減少」 

機械や金属産業の中小企業などの労働組合でつくる産業別労働組合「JAM」は、雇用の動

向を把握するために半年ごとに調査をしていて、ことし９月末に加盟する１，８０６の組合
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に行い、１，４１２の組合、率にして７８．２％が回答した。 

 

それによると、ことし４月から９月までの半年間で「派遣や請負で働く従業員が減少した」

と回答した組合は３３．８％で、前回、半年前の調査よりも１０ポイント余り増えた。 

 

これは、リーマンショックの影響を受けた２００９年９月に次いで多い。。 

 

従業員の数で見ると、１００人未満で２０．２％、５００人から１，０００未満で５８．１％

となっていて、企業の規模が大きくなるほど非正規雇用で働く人が減ったと回答する割合

が高くなっている。 

 

また「パートで働く従業員が減少した」と回答した組合も２５．４％に上っていて、新型コ

ロナウイルスの影響で解雇や契約を更新しない「雇い止め」が増加しているとみられる。 

 

さらに「正社員が減少した」と回答したのは２８％に上り、前回より３．１ポイント増加。 

 

従業員１００人未満でみると「増加」から「減少」を引いた指数は２０１３年９月以来のマ

イナスとなった。 

 

(2) 公立高で進むか共学化、性的少数者配慮の流れ：群馬県教育委員会が年度内に次期計画 

群馬県や安中市が相次いで LGBT など性的少数者のカップルを公認する「パートナーシッ

プ制度」の導入方針を打ち出すなど、性の多様性を認める動きが広がっている。一方、群馬

県内には県立の男女別学高校（全日制）が１３校あり、公立でも性別で入学先が分けられる

状態が続く。群馬県教育委員会は２０２２年度以降の高校統合や共学化の方向性を示す計

画を本年度中に作成予定で、性的少数者への配慮がどこまで反映されるか注目される。 

 

男女別学が１０校以上ある都道府県はは群馬、埼玉、栃木の関東 3県のみである。 

「別学か共学かは一概には言えない。ただ、制服の選択制や自由化などは積極的に進めてほ

しい」、「残っている別学校は進学校で『伝統がある』などと言われるが、性別で分ける明確

な理由になっていない。共学化を進めていくべきだ」等の意見が寄せられている。 

 

県教育委員会は、検討委の報告書を踏まえて第 2期県高校教育改革推進計画（22～31年度）

を本年度中にもまとめる見通し。第 1 期で高校再編に付随していた共学化が、第 2 期でど

う位置付けられるのかが焦点になる。 

 


